
公益社団法人北海道交通安全推進委員会臨時職員就業規程

第１章 総則

（目 的）

第１条 この規程は、公益社団法人北海道交通安全推進委員会（以下「本委員会」という。）定款第５

３条第５項の規定に基づき、臨時職員の就業に関する基本的事項を定めることにより、その適

正かつ円滑な運営を図ることを目的とする。

第２章 任用

（任用期間）

第２条 任用期間は、６月以内とする。この場合において、その任用は、６月をこえない期間で更新す

ることができるが、再度更新することはできない。

２ 前項において更新する場合は、本人の承諾を得なければならない。

３ 任用期間が満了した場合において、退職手当及び功労金は支給しない。

４ 任用期間の中途において自己退職により退職するときは、原則として１ヶ月前までに退職願を提出

し、承認を受けなければならない。

（任用手続）

第３条 臨時職員の任用にあたっては、次に掲げる書類を提出させるものとする。

（１）履歴書（写真添付のあるもの）

（２）住民票記載事項の証明書

（３）健康診断書

（４）その他会長が必要と認めた書類

２ 前項において更新をする者においては、提出は必要としない。

３ 任用は、辞令書を交付して行う。任用期間の中途において自己都合により退職する場合も同様とす

る。

（任用条件の明示）

第４条 臨時職員を任用するときは、あらかじめ任用期間、就業の場所、従事させる職務の内容、勤務

時間、給与、給与の支払方法等任用条件を明示しなければならない。

（職 名）

第５条 臨時職員の職名は、臨時主事と称する。

第３章 給与

（給与・手当）

第６条 臨時職員の給与、調整手当は日額とし、額については北海道人事委員会の臨時職員取扱要綱第

１種臨時職員給料等に日額表の額とし、辞令書に明記する。

２ 扶養手当及び通勤手当は、給与及び退職手当支給規程（以下「給与規程」という。）第１０条及び

第１２条の定めるところにより、常勤職員と同様の方法でそれぞれ算出し、２１で除した額を前号の

日額に加えて支給する。

３ 時間外勤務手当は、給与規程第１５条の定めるところにより、算出した額を支給する。

この場合において勤務１時間当たりの給与額の算出は、給与及び地域手当の日額の合計額に２５２

を乗じ、その額を１週間の勤務時間に５２を乗じたもので除した額とする。

（給料の減額）

第７条 臨時職員が勤務しないときは、その部分の給料を減額する。

２ 前項において、次に掲げる場合であって、その勤務しないことにつき、会長の承認があったときは、

この限りではない。



（１） 選挙権その他公民としての権利を行使し、義務を履行する場合 その都度必要と認める期間

（２）業務上の負傷、疾病の場合 その都度必要と認める期間

（３）災害その他の事由により、交通が遮断された場合 その都度必要と認める期間

３ 前項の規定により減額する給与額は、勤務しない全時間について、前条第３項に規定する勤務１時

間当たりの額を乗じた額とする。この場合において、算出された時間数に１時間未満の端数が生じた

ときは、その端数が３０分以上のときは１時間とし、３０分未満のときは切捨てる。

（給与の支給日）

第８条 給与の計算期間は次のとおり算出し、給与の支給日は毎月２１日とする。ただしその日が、休

日、日曜日又は土曜日に当たるときは、その日前においてその日に最も近い日で休日、日曜日又は土

曜日でない日を支給日とする。

（１）任用された月の場合は、任用日から給料日前日までを給与の計算期間とする。

（２）前号以外の場合は、給料日から翌月の給料日前日までを給与の計算期間とする。

（３）任用満了月の場合は、給料日から任用満了日までを給与の計算期間とする。

２ 前項において、給与の計算期間内に退職又は任期満了後の場合における給与の支給日は、別途通知

するものとする。

第４章 服務

第１節 規律

（遵守事項）

第９条 臨時職員の遵守事項については、常勤職員就業規程第５条の規定を準用する。

第２節 勤務時間・休憩等

（１週間の勤務時間）

第１０条 臨時職員の勤務時間は、常勤職員就業規程第７条の規定を準用する。

（週休日、勤務時間の割振り及び振替等）

第１１条 臨時職員の週休日、勤務時間の割振り及び振替等は、常勤職員就業規程第８条から第１０条

までの規定を準用する。

（休日及び代休日）

第１２条 臨時職員の休日、代休日の取り扱いについては、常勤職員就業規程第１１条及び第１２条の

規定を準用する。

（時間外勤務及び休日勤務）

第１３条 臨時職員の時間外勤務及び休日勤務については、常勤職員就業規程第１３条の規定を準用す

る。

（時間外勤務及び休日勤務の休憩）

第１４条 臨時職員の時間外勤務及び休日勤務の休憩については、常勤職員就業規程第１４条の規定を

準用する。

（勤務に対する制限）

第１５条 臨時職員は、勤務日において次の各号に掲げる場合は、それぞれ当該各号に定める期間、勤

務を離れることを会長に請求することができる。

（１）生理日に勤務することが著しく困難である場合 その都度必要と認められる期間

（２）女子職員が育児する場合 １日２回各３０分

（３）職員の分娩 その分娩予定日前８週間目にあたる日から分娩後の日後８週間目にあたる日までの

期間内において、予め必要と認める期間

２ 会長は、前項による請求を受けた場合は、当該職員を勤務させてはならない

３ 前項により勤務しなかった場合は、その全期間について、第７条の定めるところにより、給与を減



額する。

第３節 出勤等

（出勤、遅刻、早退等）

第１６条 臨時職員の出勤、遅刻、早退若しくは欠勤に関しては、常勤職員就業規程第１６条及び第１

７条の規定を準用する。

第４節 休暇

（年次有給休暇）

第１７条 臨時職員の年次有給休暇は、次のとおりとし、各勤務期間において全労働日の８割以上勤務

した場合に付与するものとする。

任用日を基準と

した勤務時間

１ヶ月間

継続勤務

２ヶ月間

継続勤務

３ヶ月間

継続勤務

４ヶ月間

継続勤務

５ヶ月間

継続勤務

６ヶ月間

継続勤務

年次有給休暇 ０日 ３日 通算４日 通算５日 通算６日 通算10日

２ 年次有給休暇の単位は、１日又は、１時間とする。ただし、１時間を単位として使用した年次有給

休暇を日に換算する場合には、７時間４５分をもって１日とする。

第５節 職務に専念する義務の免除

（職務に専念する義務の免除）

第１８条 職務に専念する義務の免除については、常勤職員就業規則第２８条第４号の規定を準用する。

第５章 解職及び懲戒等

（解 職）

第１９条 臨時職員の責に帰すべき事由により解職する場合を除き、当該職員の任期期間の中途におい

てその意に反して解職される場合の予告については、労働基準法第２０条及び第２１条に定めるとこ

ろによる。

２ 任用期間の満了の場合は、別に本人に通知することなく、当該解職となるものとする。

（懲 戒）

第２０条 臨時職員の懲戒は、常勤職員就業規程第５０条から第５４条までの規定を準用する。

第６章 出張及び旅費

（出 張）

第２１条 臨時職員の出張手続等に関しては、常勤職員就業規程第３１条及び第３２条の規定を準用す

る。

第７章 福利厚生

（社会保険）

第２２条 臨時職員の社会保険の適用については、健康保険法、厚生年金保険法、介護保険法、及び雇

用保険法の定めるところによる。

（災害補償）

第２３条 臨時職員の業務上の負傷又は疾病に対する災害補償は、労働者災害補償保険法の定めるもの

とする。



第８章 補則

（補則）

第２４条 この規程の実施に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附 則

この規程は、本委員会の設立登記のあった日（平成２３年３月１日）から施行する。


